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長期安定雇用

妻・子ども

社会保障

人生後半の社会保障
現役世代のリスク放置

教育

２２歳まで教育
（新卒一括採用対応）

１ これまでの日本型生活保障 教育・雇用・社会保障の一列縦隊

雇用



教育

子育て・介護
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体とこころ
の弱まり・
障害・加齢

Ⅰ Ⅳ

２ 生活保障の転換

３つのステップによる
４つの橋の構築

雇用

４つの橋の例
Ⅰ 生涯教育、奨学金改革
Ⅱ 幼保一体化サービス
Ⅲ 職業訓練、職業紹介
Ⅳ カウンセリング
高齢者就労支援等

Ⅱ

Ⅲ

社会保障①

社会保障②

社会保障③

パー
トタイ
ム

フル
タイム

①教育・社会保障の全世代対応化
②雇用との双方向化（参加保障）
③供給主体の多元化



３ ⅠからⅣの橋の構成と「新しい公共」

公共政策 連携する「新しい公
共」

Ⅰ 生涯教育・奨学金
制度

フリースクール等

Ⅱ 幼保一体サービス
介護サービス

介護・育児支援ＮＰ
Ｏ ワーカーズコレ
クティブ等

Ⅲ 職業訓練・職業紹
介

仕事興しNPO 若者

自立塾等

Ⅳ 障がい者・高齢者
就労支援

自助運動組織 医療
法人 高齢者協同組
合等



４ スウェーデンにおける学習社会の構築

１９６８年 自治体成人教育学校が導入される

１９７１年 総合制高校がスタートし、一般教育と職業教育を総合的に扱うカ
リキュラム導入

１９７５年 就学前教育法が導入される

１９７６年 保育所の定員を５年間で１０万人増員決める

１９７７年 高校教育法では、就労と高等教育の行き来を強めるリカレント教
育の理念が明確に打ち出される ２５・４ルールなど

１９９５年 新保育法が自治体に対して、必要性が認められる保護者からの
申請に「故なき遅滞なく」就学前教育サービスの供給を義務づけ

１９９６年 就学前教育は教育省の管轄に

１９９８年、就学前教育の中身についての全国的な指針である「就学前教育

のための教育プラン」が定められる



基礎成人教育

高校水準教育

補完的教育

自治体成人教育（すべて）

コミューン

県

５ 自治体成人教育の構成



６ 若者のライフサイクル



社会的支
出

(2003)

公教育支出
(2005)

低学力割合
(2000)

PISA
最低ライン以
下

PISA
エリート

GDP成長率
(00-06 平均)

アメリカ 16.2 4.80 22 18 12 2.6

イギリス 20.1 5.00 23 13 16 2.7

オーストラリア 17.9 4.27 17 3.1

ニュージーラン
ド

18.0 5.24 20 3.6

カナダ 17.3 4.68 17 3.0

スウェーデン 31.3 6.19 7 12 11 3.1

ノルウェー 25.1 5.67 8 2.4

デンマーク 27.6 6.81 8 5 4 1.9

フィンランド 22.5 5.86 11 7 19 3.2

ドイツ 27.3 4.18 10 9 5 1.4

フランス 28.7 5.56 n.a. 7 4 2.1

オーストリア 26.1 5.16 n.a. 2.1

オランダ 21.8 4.63 10 2.0

ベルギー 26.5
5.78

17 2.2

イタリア 24.2 4.26 n.a. 1.5

日本 17.7 3.38 n.a. 1.6

７



８ 学習社会の高い競争力

順位 国 スコア 社会的支出のＧＤＰ比（２００７）

１ スイス ５．６３ １８・５

２ スウェーデン ５．５６ ２７・３

３ シンガポール ５．４８

４ アメリカ ５．５３ １６・２

５ ドイツ ５．３９ ２５・２

６ 日本 ５．３７ １８・７

７ フィンランド ５．３７ ２４・９

８ オランダ ５．３３ ２０・１

９ デンマーク ５．３２ ２６・１

１０ カナダ ５．３０ １６・９



翼の保障（参加保障）

能力 参加 安心

就学前教育
生涯教育
職業訓練

就業率上昇
家計所得増大
排除コスト削減

消費増大
人的資本投資
社会関係資本

強い経済

見
返
り
の
あ
る
流
動
的
労
働
市
場

強い財政

９ 能力形成、参加、安心が強い経済を導く
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